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開会 午前１０時００分 

────────────────────────────────────────────────────── 

○まじま委員長 ただいまより、建設公営企業常任委員会を開会いたします。 

本日の会議に、福居委員から遅れる旨の届出があります。 

それでは、会議を進めてまいります。 

１、令和５年第１回定例会提出議案についてを議題といたします。議案第１４号、議案第２２号

ないし議案第２４号、議案第２６号、議案第４４号、議案第４５号、議案第５２号及び議案第５３

号の以上９件につきまして、理事者から説明願います。 

○中野建築部長 令和５年第１回定例会提出議案のうち、建築部所管分について説明いたします。 

初めに、議案第１４号の令和５年度旭川市一般会計予算についてであります。経常費が１０事業

で３億８千１８４万２千円、臨時費が１０事業で９億５千７９９万６千円、合計１３億３千９８３

万８千円で、前年度と比べ２億３千１１１万４千円、２０．８５％の増となってございます。 

それでは、主な事業の概要については、令和５年度予算臨時事業費説明資料で説明いたします。 

初めに、１４－１ページ、８款１項３目、住宅雪対策費であります。これは、融雪施設の設置や

無落雪屋根への改修などの工事費用の一部を補助し、住宅に関する総合的な雪対策を推進するもの

で、１件当たり１０万円で、前年度と同様に５００件の補助を予定しております。合計５千２０１

万４千円を計上しております。 

次に、高齢化対応住宅普及促進費であります。これは、高齢者が住む住宅のバリアフリー化を促

進するため、その改修費用の一部を補助するもので、１件当たり上限１０万円で、５１件の補助を

予定しております。合計５５７万５千円を計上してございます。 

次に、住宅改修促進費であります。これは、既存住宅の省エネルギー化や長寿命化に関する住宅

改修工事費の一部を補助するもので、前年度と同様、省エネ改修工事に合わせて２世帯同居とする

場合、補助金の上限を１０万円から２０万円に増額することとしており、４千６６５万２千円を計

上しております。 

次に、地域材活用住宅建設促進費であります。これは、新年度から新たに実施する補助制度で、

脱炭素化に向けた住宅建設を後押しするため、地域材を使用した木造の高性能住宅を新築する場合

に、その費用の一部を補助するもので、１件当たり基本額５０万円で、地域材や子育て世帯などの

加算額を加えると最大８０万円の補助を受けられます。合計４０件を予定しており、２千２１６万

７千円を計上しております。 

次に、建築物安全推進事業補助金であります。これは、民間建築物のアスベスト対策を推進する

ため、アスベストの含有調査や除去等の費用の一部を補助するもので、１９５万円を計上しており

ます。 

続いて、建築物耐震改修促進費であります。これは、耐震基準を満たしていない住宅の耐震化を

促進するため、耐震診断や耐震改修に要する費用の一部を補助するもので、９３万７千円を計上し

ております。 

続いて、１４－２ページ、空家等総合対策費であります。これは、適切に管理されていない空き

家等に関わる問題の解決や予防のため、除却費用の一部補助や緊急安全措置のほか、所有者がいな

い場合の財産管理人の選任申立てなどを行うもので、４１９万２千円を計上しております。 
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続いて、６項２目の市営住宅整備費です。これは主に、第２豊岡団地の整備に関わるもので、令

和５年度末の完了を予定している２号棟Ｂ工区の新築工事や、既存の１、２号棟の解体工事などを

行うため、５億６千７９２万４千円を計上しております。 

続いて、３目の市営住宅整備関連費であります。これは、第２豊岡団地の建て替えや忠和団地の

改修などに伴い、既存入居者に移転費用を支払うもので、８８２万６千円を計上しております。 

続いて、市営住宅改修費であります。これは、忠和団地の内部改修などを実施するもので、２億

４千７７５万９千円を計上しております。 

続いて、条例です。 

議案第２６号、旭川市手数料条例の一部を改正する条例の制定についてであります。建築部が関

わる改正内容は２点あります。１点目は、本年４月１日に施行される建築基準法の改正で、容積率

緩和の認定制度のほか、建築物の高さや建蔽率の緩和に係る許可制度の追加により、それらの手数

料を新設しようとするものであります。２点目は、昨年１１月７日に施行された建築物エネルギー

消費性能基準等を定める省令などの改正により、低炭素建築物の認定制度などにおいて評価基準が

追加されたことから、それらの手数料を新設しようとするものであります。 

次に、議案第４４号、旭川市建築基準法施行条例及び旭川市地区計画等区域内建築物の制限に関

する条例の一部を改正する条例の制定についてであります。本件は、先ほどの手数料条例と同様に、

本年４月１日に施行される建築基準法の改正により、容積率緩和の認定制度のほか、建築物の高さ

や建蔽率の緩和に関する許可制度が追加されたことから、必要な規定を整備するものであります。 

続いて、議案第４５号、旭川市営住宅条例の一部を改正する条例の制定についてであります。本

件は、昨年４月に、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則の一部改正が行われ、特

定公共賃貸住宅に同居できる者として、里子が追加されたことから、公営住宅、改良住宅及び市単

独住宅についても同様に里子を追加しようとするものであります。 

建築部に関わる議案については以上でございます。 

○太田土木部長 令和５年第１回定例会提出議案のうち、土木部所管に関わります議案第１４号、

令和５年度旭川市一般会計予算、議案第５２号、市道路線の廃止、議案第５３号、市道路線の認定

について御説明をさせていただきます。 

初めに、議案第１４号、令和５年度旭川市一般会計予算のうち、土木部所管分につきまして御説

明をさせていただきます。お手元にございます一般会計予算書の４ページ及び５ページを御覧くだ

さい。土木部所管分といたしましては、８款土木費の一部と１１款災害復旧費の一部を合わせまし

て、経常費１１事業で６５億３千９９５万円、臨時費２６事業で６０億１千７８９万９千円、合わ

せまして、計１２５億５千７８４万９千円を計上させていただいております。令和４年度当初予算

と比較いたしますと、事業費ベースでは１億３千９３万６千円の減となりまして、対前年度比で申

し上げますと９９％となっているところでございます。 

続きまして、主な臨時事業につきまして、令和５年度予算臨時事業費説明資料に基づき御説明を

させていただきます。 

お手元にございます資料の１５－１ページを御覧ください。８款２項１目道路橋りょう総務費、

２億３７５万９千円につきましては、買物公園の自転車対策経費のほか、道路法に基づく台帳整備、

登記簿と現地との整合性を図る地籍調査、さらには町内会等における街路灯の設置費や電気料金の
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一部を補助するなど、主に道路の管理や調査に要するものでございます。 

続きまして、８款２項２目道路橋りょう維持費、７千１１０万１千円につきましては、災害時の

道路維持に関わる緊急対応など、主に土木施設の維持補修等に要するものでございます。 

続きまして、１５－２ページ、８款２項３目道路橋りょう新設改良費、４７億３千２５６万７千

円につきましては、都市基盤の整備を促進するため、幹線道路をはじめ、日常生活に関わる生活道

路や側溝の整備などの道路の新設改良関連事業などに要するものでございます。主な事業といたし

ましては、生活道路の整備に関する道路側溝整備費２８億円で、令和５年度は延長約１４キロメー

トルの整備を計画しているところでございます。 

続きまして、１５－３ページ、８款３項１目河川整備費、１億３千万円につきましては、十九号

川など、市が管理する普通河川の整備などを計画しているところでございます。 

続きまして、８款５項２目街路事業費、９千２００万円につきましては、永山東光線及び神居旭

山通の整備促進を行うものでございます。なお、永山東光線につきましては、現在、北海道が事業

を進めてございますが、令和５年度は、豊岡地区と永山地区を結ぶ本市の施工区間について、北海

道と連携しながら着手していく考えでございます。 

続きまして、８款５項３目緑地公園費、７億３千８１７万２千円につきましては、東光スポーツ

公園や花咲スポーツ公園などの都市公園の整備、改修や、都市緑化の推進などに要する経費を計上

したものでございます。 

最後に、１５－５ページ、１１款２項１目公共施設災害復旧費、５千３０万円につきましては、

大雨など、災害等が発生し、土木施設が被災した場合において、国に対し復旧費を申請するための

調査費などを計上したものでございます。 

以上が、土木部所管に関わります令和５年度予算の概要となります。 

続きまして、議案第５２号、市道路線の廃止について、及び、議案第５３号、市道路線の認定に

ついての２つの議案につきましては、関連がございますので一括して提案理由を御説明いたします。

市道の廃止、認定につきましては、起終点変更に伴う廃止、開発行為による帰属や新たな道路用地

の取得等により、１路線０．１１キロメートルを廃止し、８路線１．０９キロメートルを認定しよ

うとするものでございます。 

土木部からの説明は以上となります。よろしくお願い申し上げます。 

○沖本上下水道部長 令和５年第１回定例会提出議案のうち、水道局の所管に関わる２件の議案に

つきまして御説明いたします。 

初めに、議案第２２号、令和５年度旭川市水道事業会計予算についてでございます。 

お手元にお配りいたしました資料、令和５年度水道事業会計・下水道事業会計予算の概要の１ペ

ージを御覧ください。業務予定量につきましては、資料上段に記載のとおりとなっております。 

次に、収益的収支でございますが、水道事業収益につきましては６７億８千５６９万５千円で、

前年度より２億２千７２５万円の増となっております。これは主に、水道料金の改定により給水収

益で増となったことなどによるものでございます。水道事業費用につきましては５６億９千１５９

万９千円で、前年度より７千８７８万９千円の増となっております。これは主に、電気料金の上昇

により、取水費が増となったことなどによるものでございます。 

次に、資本的収支でございますが、資本的収入につきましては３７億５千２１７万３千円で、前
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年度より６億４千４５７万９千円の増となっております。これは主に、建設改良費の増に伴う企業

債の増などによるものでございます。資本的支出につきましては７３億７千３１４万２千円で、前

年度より５億１千７３５万６千円の増となっております。これは主に、配水管の更新により、施設

整備費で増となったことなどによるものでございます。 

以上が、水道事業会計予算の概要でございます。 

次に、議案第２３号、令和５年度旭川市下水道事業会計予算についてでございます。 

資料の２ページ、裏面を御覧ください。業務予定量につきましては、資料上段に記載のとおりと

なっております。 

次に、収益的収支でございますが、下水道事業収益につきましては８９億８千７００万１千円で、

前年度より１億５千６３８万４千円の減となっております。これは主に、有収汚水量の減に伴う下

水道使用料が減となったことなどによるものでございます。下水道事業費用につきましては８５億

９千３７２万３千円で、前年度より５千８２万４千円の増となっております。これは主に、資産減

耗費が減となる一方で、電気料金の上昇により処理場費で増となったことなどによるものでござい

ます。 

次に、資本的収支でございますが、資本的収入につきましては２４億５千４８７万５千円で、前

年度より８億２千７１０万５千円の増となっております。これは主に、建設改良費の増に伴い企業

債、国庫補助金で増となったことなどによるものでございます。資本的支出につきましては５６億

６千５７９万８千円で、前年度より５億５千７６６万８千円の増となっております。これは主に、

下水管布設工事、処理場施設工事などの施設整備費が増となったことなどによるものでございます。 

以上が、下水道事業会計予算の概要でございます。よろしくお願いいたします。 

○木村市立旭川病院事務局長 令和５年第１回定例会提出議案のうち、市立旭川病院が所管してお

ります議案第２４号、令和５年度旭川市病院事業会計予算につきまして、お手元の資料、令和５年

度病院事業会計予算の概要、Ａ４横１枚の資料になりますけれども、こちらに基づき、御説明を申

し上げます。資料を御覧ください。 

初めに、左上の１、患者数になりますが、入院延べ患者数１１万２千７６５人、１日平均で３０

８．１人、外来延べ患者数２２万８千３９６人、１日平均で９３９．９人、合計で３４万１千１６

１人を予定しております。前年度当初予算との比較では、入院で１千４４０人の増、外来で４６２

人の増、合計では１千９０２人の増となっております。 

その下の２、収益的収支になりますが、まず、病院事業収益につきましては、医業収益で１０９

億１５７万７千円、医業外収益で８億６千８２４万９千円、一般会計負担金で６億９千２２６万７

千円、特別利益で３億１千６６万４千円、合計１２７億７千２７５万７千円を予定しており、前年

度との比較では、主に医業収益の増によりまして７億１２３万６千円、率にして５．８％の増とな

っております。次に、病院事業費用につきましては、医業費用で１３１億６０２万円、医業外費用

で１億６千７２９万円、特別損失で１千円、予備費で４００万円、合計１３２億７千７３１万１千

円を予定しており、前年度との比較では、主に医業費用の増によりまして７億９千１９０万７千円、

率にして６．３％の増となっております。 

次に、右上の３、資本的収支になりますが、まず、資本的収入につきましては、企業債で８億８

千５０万円、負担金で７億３千３６９万８千円、合計１６億１千４１９万８千円を予定しており、
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前年度との比較では、主に企業債の減によりまして２９２万円、率にして０．２％の減となってお

ります。次に、資本的支出につきましては、建設改良費で９億８４２万７千円、企業債償還金で１

１億９千８５８万５千円、投資で１千２００万円、予備費で１００万円、合計２１億２千１万２千

円を予定しており、前年度との比較では、主に企業債償還金の増によりまして１億２千４７０万２

千円、率にして６．２％の増となっております。 

また、表の下になりますけれども、建設改良費の主な内容といたしましては、建物の吸収式冷凍

機更新工事ほか５件で４億４千５３６万円、構築物の削井設備更新工事で１千万円、器械備品の内

視鏡手術システムほか５２件で４億５千３０６万７千円を予定しております。 

次に、その下の４、損益計算及び資金収支になりますが、（１）損益計算にありますとおり、当

年度の予定損益は５億６５９万円の純損失となり、累積欠損金は１２６億３千７２２万５千円とな

る見込みでございます。また、（２）の資金収支になりますが、９億２千５６２万円の資金不足と

なりますが、令和５年度末資金収支累計額につきましては８億９千１３０万１千円となり、引き続

き、資金不足は生じない見込みとなっております。 

説明は以上でございます。よろしくお願い申し上げます。 

○まじま委員長 ただいまの説明につきまして、特に御発言はございますか。 

（「なし」の声あり） 

○まじま委員長 なければ、本日のところは説明を受けたということにとどめておきたいと思いま

す。 

以上で、予定していた議事は全て終了いたしました。 

その他、委員の皆様から御発言はございますか。 

（「なし」の声あり） 

○まじま委員長 それでは、本日の委員会はこれをもって散会いたします。 

────────────────────────────────────────────────────── 

散会 午前１０時２２分 

 

 


